
 

 

 

 

 

 

 

 あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている指定居宅介護支援について、事業

所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明し

ます。 

 

１ 指定居宅介護支援を提供する事業者について 

事 業 者 名 称  福祉生活協同組合さんコープ 

代 表 者 氏 名  理事長  岡崎 悟 

所 在 地 

（連絡先及び電話番号等） 

 山口市小郡上郷 10901-21 

 （０８３）９０２－３８３０ 

法人設立年月  １９９９年１２月 

 

２ 利用者に対しての指定居宅介護支援を実施する事業所について 

(1) 事業所の所在地等 

事 業 所 名 称  さんコープ・山口 居宅介護支援事業所 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
3570302863 

事 業 所 所 在 地  山口市熊野町 5-17 

連 絡 先 

相 談 担 当 者 名 

 （０８３）９２１－９８２５ 

  西村 由起 

事業所の通常の  

事業の実施地域  
 山口市、宇部市、防府市 

 

(2) 事業の目的及び運営の方針 

事 業 の  

目 的 

利用者および家族の依頼を受けて、適切な保健・医療・福祉サービス

が多様な事業者から総合的・効率的に提供できるような計画を作成し

ます。また、計画に基づいた介護サービスが確保できるよう、各サー

ビス事業者との連絡調整等を行い、地域での利用者の生活を支援する

ことを目的とします。 

運 営 の  

方 針 

１．利用者の心身の状況、おかれている環境に応じた適切な保健・医

療福祉サービスが、多様な事業から総合的・効率的に提供される

よう配慮します。 

２．利用者の意思および人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、

利用者に提供されるサービスが偏らないよう公正中立に行いま

す。事業所を選定する際は、必要に応じて複数の事業所を紹介い

たします。また、当該事業所を選択した理由の求めがあった場合

には、その旨を説明いたします。 

３．事業の実施にあたり、行政や他の指定居宅介護支援事業者、介護

保健施設との連携を図り、保健・医療・福祉の視点に立ち総合的

なサービスの提供が出来るように配慮します。 

４．要介護状態の軽減、悪化の防止、また要介護状態とならないよう

予防するとともに、医療サービスとの連携に十分配慮します。   

５．自ら提供する指定居宅介護支援の質の評価を行い、常に改善を図

るように努めます。 

 

山口居宅介護支援事業所 

重要事項説明書 



 

(3) 事業所窓口の営業日及び営業時間 

 

(4) 事業所の職員体制 

 

職 職 務 内 容 人 員 数 

管理者 

１．従業者の管理及び利用申込に係る調整、業務の実施

状況の把握その他の管理を一元的に行います。 

２．従業者に法令等の規定を遵守させるため必要な指揮

命令を行います。 

常 勤 １名 

介護支援専門員

と兼務 

介護支援

専門員 
居宅介護支援業務を行います。 

常 勤 ４名 

内、１名 

管理者と兼務 

 

(5)サービス利用料及び利用者負担 

（料金） 

 当生協の居宅介護支援（居宅サービス計画の作成・変更、事業者との連絡調整、相談説

 明等）については、原則として利用者の負担はございません。 

 ※介護保険適用の場合でも、利用者に保険料の滞納がある場合には、一旦、居宅介護計

画費の１カ月あたり実費相当分の料金を頂き、当生協からサービス提供証明書を発行

いたします。 

（その他の費用） 
 

内  容  
 

 

金 額  
 

 

説   明   
 

 

支払い方法   
 

 

 交 通 費 

  

  
 

 

無 料 

 

 
 

サービス提供実施以外の地域に

訪問出張する場合 1Km ２０円

いただきます。 
 

利用のあった月毎に集計し、翌

月の１０日までに請求します。 

支払いは、その月の２５日まで

にお願いします。 

 

 申請代行料 

 

無 料 

要介護認定の申請にかかる費用

については無料です。 

 

 

３，提供する居宅介護支援サービスの内容 
 

種 類  
 

 

サービスの具体的な内容   
 

居宅サービス

計画の作成 

  
 

１，利用者の自宅を訪問し、利用者やご家族に面接して情報を収集し、解

決すべき問題を把握します。 

２，自宅周辺地域における居宅サービス事業者が実施しているサービス内

容・利用料等の情報を適正に利用者や家族に提供し、利用者にサ―ビ

スの選択を求めます。なお、利用者は、複数の居宅サービス事業者等

を紹介するよう求めることができます。また、居宅サービス計画に位

置付けた居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることができ

ます。 

３，提供するサービスが目指す目標、目標の達成期間、サービスを提供す

る上での留意点等を盛り込んだ居宅サービス計画原案を作成します。 

４，居宅介護サービス計画の原案に位置づけた指定サービス等について保

営 業 日 月曜日～金曜日（但し、１２月３０日から１月３日までを除く） 

営 業 時 間 ９：００～１８：００ 

管理者  西村 由起 



険給付の対象となるサービスと対象とならないサービス（自己負担）

を区別して、それぞれの種類・内容・利用料等を利用者やその家族に

説明し、その意見を伺います。 

５，居宅サービス計画の原案は、利用者やその家族と協議した上で、必要

があれば変更を行い利用者からの同意を得ます。 

居宅ｻｰﾋﾞｽ事

業者との連絡

調整・便宜の

提供 

１，居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう居宅サー

ビス事業者等との連絡調整を行います。 

２，利用者が介護保険施設への入院または入所を希望した場合には、必要

に応じ、紹介その他の支援を行います。 

サービス実施

状況の把握・

居宅サービス

計画等の評価 

１，利用者およびその家族と毎月連絡をとり、サービスの実施状況の把握

に努めます。 

２，利用者の状況について定期的に再評価を行い、利用者の希望や、状況

の変化等に応じて居宅サービス計画の評価、変更等を行います。 

給付管理 

居宅サービス計画の作成後、その内容に基づいてサービス利用票・提供票

よる給付管理を行うとともに、毎月の給付管理票を作成し、山口県国民健

康保険団体連合会に提出します。 

相談・説明 介護保険や介護に関することは、幅広くご相談に応じます。 

医 療と の連

携・主治医へ

の連絡 

ケアプランの作成（又は変更）時やサービスの利用時に必要な場合は利用

者の同意を得た上で、関連する医療機関や利用者の主治医との連携を図り

ます。 

居宅サービス

計画の変更 

 

利用者が居宅介護サービス計画の変更を希望した場合、又は事業者が居宅

サービスの変更が必要と判断した場合には、利用者の意見を尊重して合意

の上、居宅介護サービスの変更を行います。 

要介護認定時

にかかる申請

の援助 

１，利用者の意見を踏まえ要介護認定時の申請に必要な協力を行います。 

２，利用者の要介護認定有効期間満了の６０日前には、要介護認定の更新

に必要な支援を行います。 

サービス提供

の 記録 の閲

覧・交付 

１，利用者はサービス提供の実施記録を閲覧し、複写物の交付を受けるこ

とができます。 

２，利用者は、契約終了の際には事業者の請求に対して直近の居宅サービ

ス評価及び実施状況に関する書面の交付を受けることが出来ます。 

介護支援専門

員の変更 

１，介護支援専門員の変更を希望する場合は、相談窓口の担当者までご連

絡ください。 

訪問回数の目

安 

介護支援専門員が利用者の居宅を訪問し状況の把握を行います。 

（概ね１カ月に１回程度） 

 

４，契約の終了と自動更新について 

  契約の有効期間については、要介護認定の有効期間の満了日で終了することになりま

す。ただし有効期限の満了７日前までに、利用者から契約を終了する旨の申し出がない

場合には、この契約は次の要介護認定の有効期限（原則として６カ月程度）まで自動的

に更新されます。 

 

５，契約期間中での解約の場合 

  この契約は、契約期間中であっても、利用者側から解約を希望する場合、７日前まで

お申し出いただければ解約することが出来ます。この場合、解約料のお支払いは必要あ

りません。 

 

６．虐待の防止について 

  事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に

掲げるとおり必要な措置を講じます。 

(1)虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者  管理者  西村 由起 



 

(2)虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に

周知徹底を図っています。 

(3)虐待防止のための指針の整備をしています。 

(4)従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

   サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同

居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを

市に通報します。 

 

７．身体的拘束等について 

  事業者は、原則として利用者に対して身体的拘束等を行いません。ただし、自傷他害

等のおそれがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶこ

とが考えられ、以下の(1)～(3)の要件をすべて満たすときは、利用者に対して説明し同

意を得た上で、必要最小限の範囲内で身体的拘束等を行うことがあります。その場合は、

態様及び時間、利用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由、経過観察並びに検討内容

についての記録し、５年間保存します。また事業者として、身体的拘束等をなくしてい

くための取り組みを積極的に行います。 

(1) 切迫性･･････直ちに身体的拘束等を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身

体に危険が及ぶことが考えられる場合。 

(2) 非代替性････身体的拘束等以外に、代替する介護方法がない場合。 

(3) 一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなれ

ば、直ちに身体的拘束等を解く場合。 

 

８．秘密の保持と個人情報の保護について 

①利用者及びその家

族に関する秘密の保

持について 

①事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護

に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者にお

ける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取

り扱いに努めるものとします。 

②事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サー

ビス提供をする上で知り得た利用者又はその家族の秘密を正当な理由な

く、第三者に漏らしません。 

③また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後に

おいても継続します。 

④事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保

持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後において

も、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容としま

す。 

②個人情報の保護に

ついて  

①事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者

会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族

の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者

会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。 

②事業者は、利用者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録物

（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者

の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するも

のとします。 

③事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を

開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求めら

れた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂

正等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な場合は利

用者の負担となります。)  
 

 



９．事故発生時の対応方法について 

  利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市、利用者の

家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

  また、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合

は、損害賠償を速やかに行います。 

【市町村（保険者）の窓口】 

介護保険担当窓口 

山口市健康福祉部介護保険課 

所 在 地 山口市亀山町２番１号 

電話番号 （０８３）９３４－２７９５ 

受付時間 8：30～17：15(土日祝は休み) 

【家族等緊急連絡先】 

氏  名             続柄 

住  所 

電 話 番 号 

携 帯 電 話 

勤 務 先 

 

 なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 共栄火災海上保険株式会社 

保険名 居宅介護サービス事業者総合補償保険 

補償の概要 身体障害・財物損壊、人格権侵害、被害者治療費等の補償 

 

10．身分証携行義務 

  介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族

から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。 

 

11．記録の整備 

  指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する記録を

整備し、サービス提供を開始した日から５年間保存します。 

 

12．衛生管理等 

  事業所において感染症が発生し又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

  ①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をお

おむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底し

ています。 

  ②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

  ③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施

します。 

 

13．業務継続計画の策定等について 

(1) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継

続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業

務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

(2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定

期的に実施します。 

(3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま

す。 

 

14．サービスの苦情相談窓口 

  当生協は、提供したサービスに苦情がある場合、又は作成した居宅サービス計画に基

づいて提供された居宅サービスに関する苦情の申し立てや相談があった場合は、速やか

に対応を行います。 

  居宅サービスの提供に関して苦情や相談がある場合には、以下までご連絡ください。 



 

  公的機関にも苦情申し出等ができます。 

 

15．ハラスメント対応について 

  当事業所では、事業者の「介護現場におけるハラスメントに対する基本方針」に沿っ

て、職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるよう、以下の対応を行

います。 

  ①ハラスメント行為とは 

   ＜身体的暴力＞ 

     身体的な力を使って危害を及ぼす（及ばされそうになった）行為 

   ＜精神的暴力＞ 

     個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 

   ＜セクシャルハラスメント＞ 

     意に沿わない性的誘いかけ、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

   ＜その他＞ 

     悪質なクレームやストーカー行為など 

    ※上記の記載は例示であり、これらに限られるという趣旨ではございません。 

     なお、暴言・暴力・拒絶等は、認知症等の病気または障害の症状から現れる場

合があります。そのような場合は「ハラスメント」ではありません。 

  ②事業所内対応 

   ・カスタマーハラスメントの発生に備え、各職員がカスタマーハラスメントに関す

る知識及び対処法を習得するための施策を実施します。 

   ・カスタマーハラスメントに関する相談窓口を設置します。 

   ・カスタマーハラスメントの被害にあった職員のケアを最優先に努めるとともに、

当該職員及び当該ご利用者様やご家族について担当を替わる等迅速に勤務体制の

調整を行います。 

   ・カスタマーハラスメント発生時の対応体制を構築します。 

  ③事業所外（行為者・行政・関係機関等）対応 

   ・ハラスメントと判断された場合には、行為者に対し、合理的及び理性的な話し合

いを求め、より良い関係の構築に努めます。 

   ・関係機関への連絡・相談を含め、環境改善に対する必要な措置を講じます。その

場合、サービスの提供等をお断り、または中止させていただくこともございます。 

 

 

苦情相談窓口 

責任者  西村 由起 

営業日 

 月曜日～金曜日 

 （但し、１２月３０日から１月３日までを除く。） 

営業時間  ９時～１８時 

電話  （０８３）９２１－９８２５ 

ＦＡＸ  （０８３）９０２－６２２１ 

介護保険担当窓口 

山口市健康福祉部介護保険課 

住所 山口市亀山町２番１号 

電話 （０８３）９３４－２７９５ 

FAX （０８３）９３４－２６６９ 

受付時間 8：30～17：15(土日祝は休み) 

山口県国民健康保険団体 

連合会（国保連）介護保険窓口 

住所： 山口市朝田１９８０－７ 

電話  （０８３）９９５－１０１０ 

FAX  （０８３）９３４－３６６５ 

受付時間 9：00～17：00(土日祝は休み) 



サービスの契約にあたり、上記により重要事項の説明を受け、同意しました。 

 

             年  月  日 

 

             所在地  山口市熊野町 5-17 

             事業者名 さんコープ・山口居宅介護支援事業所 

 

             説明者                  印 

 

 

      利用者        住所                 

 

                 氏名               印

                

      利用者家族代表    住所                 

 

                 氏名               印 

 

代理人または立会人  住所                 

 

                 氏名               印 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



居宅介護支援契約における個人情報同意書 

 

 私及びその家族の個人情報については、次に記載するところにより必要最低限の範囲で

使用することに同意します。 

 

１，使用する目的 

 ・事業者が、介護保険法に関する法令に従い、私の居宅サービス計画に基づき、指定居

宅サービス等を円滑に実施するために行うサービス担当者会議、事業者及び関係機関

との連絡調整、主治医との連携等において必要な場合に使用します。 

 ・緊急時の対応が必要な場合、医療機関等への情報提供に使用します。 

 ・事例検討会、研究大会等において、事前に利用者、利用者家族の許可を頂き、了承を

得た場合は、個人を特定できない範囲で使用します。 

 

 

２，使用に当たっての条件 

 ・個人情報の提供は、１，に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際

  には関係者以外には決して漏れることのないよう細心の注意を払うこと。 

 ・事業者は、個人情報を使用した会議、相手方、内容については記録しておくこと。 

  

 

 

３，個人情報の内容 

 ○氏名、住所、健康状態、病歴、家族状況、その他一切の利用者や家族個人に関する情

  報 

 ○認定調査（８５項目及び特記事項）、主治医の意見書、介護認定審査会における判定

  結果の意見（認定結果通知） 

  

 

 

 

   

  さんコープ・山口 居宅介護支援事業所 御中 

 

              利用者   住  所                

 

                    氏  名              印 

 

 

 

              上記代理人 住  所                

 

          又は利用者家族代表 氏  名              印 


